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我が国の大学と外国の大学間におけるダブル・ディグリー等、

組織的・継続的な教育連携関係の構築に関するガイドライン

１．目的

本ガイドラインは、「中長期的な大学教育の在り方に関する第二次報告」（平成２

１年８月２５日中央教育審議会大学分科会）を踏まえ（参考１参照）、我が国の大学

と外国の大学間におけるダブル・ディグリー等につながるプログラムの組織的・継

続的な教育連携関係を促進するとともに、同時に学位及びプログラムの質を保証し、

ひいては国内外の高等教育の質の保証及び更なる向上につながることを期待して、

プログラム形成に当たっての拠りどころとなる留意点を示すために策定するもので

ある。

※ 中央教育審議会大学分科会においては、各大学におけるプログラムの「クリア

リングハウス機能」（国内外における取組に関する情報提供や各種照会への対応、

及び望ましい国際連携や質保証の観点から一定の水準を満たしていると認められ

るプログラムを公示する機能）を含め、質保証の在り方について更に検討するこ

ととしている。

２．基本的考え方

我が国の大学と外国の大学との組織的・継続的な教育連携関係の構築は、学生に

とっては、より短い期間、少ない経済的負担で複数の大学からの学位を取得できる

とともに、安心して学業に専念し、国際的な経験を積むことが可能となるなど、流

動化の促進につながる効果が考えられる。また、大学にとっては、他大学との国際

教育連携を通じて教育内容を充実するとともに、優秀な学生の計画的な受入れ・派

遣を通じて国際的な視野をもつ人材を育成するなど、質の保証を伴った大学間交流

の促進と国際競争力の向上につながる効果が考えられる。

その一方、異なる国に所在する大学同士がどのようにプログラムを形成すべきか

については、国際的にも明確かつ詳細な合意は存在しておらず、このことが各大学

におけるプログラム形成の検討を躊躇する一因となっている。また、「ダブル・ディ

グリー」や「ジョイント・ディグリー」、「デュアル・ディグリー」といった類似の

用語についても、国内外において一義的な定義はなされていない。

これらの状況を踏まえ、本ガイドラインは、現行の我が国の学位制度を前提とし

て、別途それに付随して外国の大学から学位が授与される場合における用語の定義

や留意点等を整理したものである。したがって、本ガイドラインの策定をもって、

我が国の現行の学位制度を何ら変更するものではなく、また、外国の学位制度に何

ら影響を及ぼすものではない。

各大学においては、プログラムの形成にあたり、我が国の大学制度にかかわる部

分について、大学設置基準等の関係法令に抵触することのないよう留意することが
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当然に求められる。このことは、海外に対する我が国の大学及び学位制度に対する

信頼にもかかわるものである。また、プログラムに基づき各大学が本来自ら実施す

べき内容を十分に提供できない状況に陥らないようにすることも、当該プログラム

の質を保証する上での当然の前提となる。

３．定義

本ガイドラインにおける主な用語の定義は以下のとおりとする。なお、ここに掲

げた「ダブル・ディグリー」、「ジョイント・ディグリー」の他に、例えば「デュア

ル・ディグリー」、「共同学位」、「複数学位」等の用語が各大学において用いられて

いる。これらの用語の定義は本ガイドラインにおける「ダブル・ディグリー」また

は「ジョイント・ディグリー」の定義のいずれかに包含されるものと考えられるこ

とから、本ガイドラインにおいて仔細な分類は行わないが、同様に本ガイドライン

における留意点を踏まえた取組が期待される（「ダブル・ディグリー」、「ジョイン

ト・ディグリー」以外の用語を用いることを妨げるものではない）。なお、ダブル・

ディグリー、ジョイント・ディグリーの定義については、他の類似の用語も含め、

国内外において多様な用い方がなされていることに留意が必要である（参考２参照）。

＜学位記＞

その者が大学が編成する所定の教育課程を修了し、我が国の法令に基づき当該大

学から学位を授与されたことを証明する文書。

＜サティフィケート＞

その者がある大学より学位を授与されたことを証明するものとして、１つの大学

から又は２つ以上の大学から共同で交付される文書であって、学位記以外の証明書。

＜プログラム＞

１つ又は２つ以上の大学が、特定の教育目的を設定し、体系的・計画的に編成さ

れた一連の教育内容であって、学生がその教育内容を適切に修了したことを厳正に

評価し、もって学位を授与することを目的とするもの。

＜カリキュラム＞

プログラムの趣旨を踏まえつつ、それを実現するものとして、１つ又は２つ以上

の大学により提供される授業科目や研究指導等の体系。

＜単位互換＞

大学設置基準第二十八条等に基づき、大学が、教育上有益と認める場合において、

大学間の協議等において定めるところにより、学生が外国を含む他の大学又は短期

大学において履修した授業科目について修得した単位を、一定の単位を超えない範

囲で当該大学における授業科目の履修により修得したものとみなすこと。

＜ダブル・ディグリー・プログラム＞

我が国と外国の大学が、教育課程の実施や単位互換等について協議し、双方の大

学がそれぞれ学位を授与するプログラム。
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＜ジョイント・ディグリー・プログラム＞

我が国と外国の大学が、教育課程を共同で編成・実施し、単位互換を活用するこ

とにより、双方の大学がそれぞれ学位を授与するプログラム（我が国と外国の大学

が、共同で教育課程を編成・実施する場合に、単一の学位記を授与することは、我

が国の法令上認められていない）。その際、学位記は各関係大学が授与するが、その

ほかに、共同で編成された教育課程を修了したことを示すサティフィケート（証明

書）を発行することが想定される。なお、これには、国内大学の共同実施制度（国

公私を通じ、複数の大学が相互に教育研究資源を有効に活用しつつ、共同で教育課

程を編成し、共同で１つの学位を授与するもの）は含まない。

※「ダブル・ディグリー」及び「ジョイント・ディグリー」の定義については、海

外においても一様ではなく、一方ではダブル・ディグリーを複数の高等教育機関

によりそれぞれ発行される２枚の学位記、ジョイント・ディグリーを２又はそれ

以上の機関が発行した単一の学位記であると考える場合もある。他方では、ジョ

イント・ディグリーについて、国による学位記を伴わずに、プログラムを提供し

た機関自身により発行される共同の学位記（この場合の「共同の学位記」につい

ては、法令上の位置づけは明確でない）とする場合もある。

４．留意点

【当初に確認すべき事項】

第一に、関係大学となる外国の大学について、当該国や地域における公的な質保

証システムにおける認可等（相手大学の所在国における適正な評価団体からのアク

レディテーション、ユネスコの高等教育情報ポータルに掲載されている大学である

こと等）を受けているか確認すること。

その上で、関係大学と教育連携関係を構築する意義や、参加する学生数の見込み、

教員の配置等について、学内で十分検討し、学内における組織的・継続的な教育連

携関係の構築にかかる基本方針を明らかにし、関係者の共通理解を得ること。その

際、当該教育連携関係を通じて関係大学より取得可能な学位等の位置づけ（正規の

学位であるか、学位とは別の証明書であるか、等）について、十分に確認すること。

さらに、形成するプログラムのうち我が国の大学がかかわる部分について、我が

国の大学設置基準等の関係法令と抵触することがないか、十分に確認すること。

【共同の実施体制の整備】

第一に、関係大学との教育連携の安定的かつ継続的な実施を確保するため、あら

かじめ関係大学間において、学長、理事長等の大学運営に責任を有する者の名義に

より協定を締結し、各大学ごとの対象人数、教員の配置、教育研究の内容、業務運
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営、経費の配分、学生に対する責任、授業料等の取扱い、プログラムの終了時の際

の手続その他プログラムの形成及び実施のために必要な基本的な方針について協定

等により取決めを設けること。協定等を設ける際は、各関係大学が協定を通じてど

のような連携活動を展開しようとしているのか、その意志について十分に確認する

こと。これにより、例えば了解を得ずに関係大学が自らの大学の学生に学位を授与

するといった、適切に責任を果たすことが困難な事態になることのないよう留意す

ること。

また、協定に基づき関係大学との調整や重要事項について協議を行うため、権限

を有する者あるいは学長、理事長等から必要な権限を委ねられている者により構成

される協議会等を設け、定期的に開催すること。さらに、プログラムを組織的かつ

継続的に運営するため、各関係大学において窓口となる担当部署を設定し、情報の

共有や各種問い合わせへの対応、プログラム運営上の関係者間の調整など、組織的

な教育連携を図るよう留意すること。

【カリキュラムの編成】

第一に、カリキュラムの編成に当たり、関係大学がどのような分野別質保証や職

業資格団体による認証等を受けているか確認すること。

次に、カリキュラムの編成の際には、関係大学における単位制度（授業時間を含

めた学習量や単位の換算方法等）について確認するとともに、学位取得に向けたタ

イムスケールや履修の順序、単位互換の手続、アカデミックカレンダーの相違、履

修すべき科目と学生が選択可能な科目の整理等について十分に確認し、学生の履修

に支障がないようにすること。また、コースワークを重視し、授業内容を反映した

科目名によるカリキュラムの構成に留意するとともに、関係大学における単位制度

も踏まえつつ、単位の実質化を軽視することのないよう、厳密に確認すること。そ

の際、単位互換の枠組については、既に国際的に実施されている枠組の活用も考え

られること。

また、魅力あるプログラムを形成するとともに、カリキュラムの調整や交流の促

進が円滑に行われるよう、双方の大学が英語等による授業や課程を提供するなどの

工夫を図ること。さらに、教育内容の質を保証するとともに、学生の負担を減らす

観点から、担当教員が双方の大学に出向いて共同指導を行う等工夫すること。

その上で、カリキュラムを充実するとともに、その可視化を図る観点から、関係

大学間の議論や対話を通じて学位を取得するにあたり達成すべき能力を明確にする

とともに、例えばＧＰＡの導入や評価に係る教員間の相互チェックなど、透明性、

客観性の高い、厳格な成績評価が行われるよう留意すること。

なお、形成するプログラムが修士課程又は博士課程の場合、学生が全ての関係大

学の教員から研究指導を受けることができるよう、研究指導教員については、それ

ぞれの学生について全ての関係大学から教員を主担当又は副担当として定めるなど、

適切な管理を行うこと。
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【学位審査】

学位審査については、各大学において適切に行われることを前提としつつ、例え

ば論文の提出が求められる場合、各関係大学に提出する論文の数や内容、トピック

の選択、使用言語、論文受理の要件、論文審査のタイムスケジュールや審査体制、

論文指導における関係大学による共同指導の在り方などにつき、相手大学の制度や

実情も踏まえつつ、十分に検討すること。特に、ジョイント・ディグリーの場合、

カリキュラムが共同で編成されていることにも鑑み、学位審査に当たり、関係大学

と十分に協議し、適切に行うこと。また、各国の学位制度や適切な質の保証を踏ま

えつつ、例えば我が国の修士課程において、論文の提出に代えて特定課題について

の研究成果の提出を求めるなどの対応も考えられること。なお、一つの論文で複数

の大学においてそれぞれ学位を取得可能とするプログラムについては、質の保証の

観点から疑念を持たれないよう、引き続き慎重な検討が必要である。その際、修士

課程・博士課程における学位審査については、学位審査委員会に関係大学の教員を

構成員として加えることが考えられるが、その場合は、学位規則第５条の協力者と

するなどの対応をとること。

次に、学位記の発行については、各関係大学がそれぞれ学位記を発行するほか、

ジョイント・ディグリー・プログラムについては、別途関係大学により、共同で編

成された教育課程を修了したことを示すものとして、サティフィケートのような証

明書を発行することが考えられることから、関係大学との間で適切に協議すること。

このようなサティフィケートは、卒業後に海外で活躍する際に有用な情報となり得

るものであり、特にジョイント・ディグリー・プログラムに参加する学生にとって

の有用性は高いものと考えられる。

なお、学位記の発行に際しては、当該プログラムの概要や、その履修を通じて得

られる能力等に関する情報を記載した資料（例えば、アカデミック・ポートフォリ

オや欧州におけるディプロマ・サプリメント等）の文書を学位記に添付することが

望ましい。

上記のジョイント・ディグリー・プログラムにおけるサティフィケートを発行す

る場合、その表記については、日本語及び当該大学の所在国における言語を併記す

るとともに、英語での併記についても検討することが望ましい。記載内容について

は、卒業・修了者の氏名、専攻分野と授与される学位、卒業・修了日等の表記につ

き、相手大学との間で十分検討すること。その際、プログラム名の外国語での表記

について、適切に検討すること（サティフィケートの様式例として、参考３を参照）。

その際、学位に付記する専攻分野の名称についても、ジョイント・ディグリー・プ

ログラムが共同で編成・実施されるカリキュラムに基づくものであることも踏まえ、

適切に検討すること。
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【教育研究活動の評価】

プログラムにかかる教育研究活動の評価については、各大学の自己点検・評価、

認証評価など大学単位で実施する際、あるいは専門職大学院において課程単位でそ

の教育研究活動の状況について認証評価を受ける際に、当該プログラムの状況につ

いても適切に評価を受けること。

【学生への支援】

ダブル・ディグリー及びジョイント・ディグリー・プログラムの実施に際しては、

新入学生のみを対象とするコースや、入学後に希望する学生が応募可能なコース等

を設けることが考えられるが、いずれの場合においても、当該プログラムを選択す

る学生の募集については、具体的な手続を定めること。その際、募集要項等の関係

書類等については、原則として公開するよう留意すること。また、想定した募集人

員が集まらなかった際の扱いについても、応募した学生に不利益とならないよう、

対応策を事前に協議すること。

次に、学生の在籍関係については、単位互換制度等を活用して当該プログラムを

形成する場合、休学とするなどの扱いが考えられるが、我が国の大学及び相手大学

の両方に同時に在籍する期間が存在する場合は、学生に対する責任等につき遺漏が

ないよう適切に処理すること。あわせて、学生の学修及び生活面において、関係大

学間で継続的に状況把握を行い十分な連絡・情報共有を心がけるとともに、学生が

履修上の適切な指導を関係大学において受けることができ、心身ともに健康な学生

生活を送ることができるための支援体制を整備するなど、継続的な学生支援体制を

関係大学間において構築することに留意しつつ、学生が履修に失敗した場合の扱い

についても事前に協議すること。また、複数の大学に在籍することに伴って生じる

授業料等の取扱いにつき、学生の便益に配慮するとともに、双方の大学の学生間で

公平が図られるよう留意すること。また、全体を通じて適切な学習環境が確保され

るよう、関係大学と十分検討すること。これらの措置を通じて、学生が国内と外国

の大学の間を移動することに伴う負担を可能な限り軽減するとともに、学生の授業

科目の履修や、就職活動を含めた授業外の各種活動に過度な負担を生じさせること

のないよう配慮すること。

なお、当該プログラムの安定的かつ継続的な実施を確保するため、いずれかの大

学がやむを得ない事由により授業科目を開設できなくなった場合にも、当該大学の

責任の下に、関係当局に助言を求めるとともに、学生に対し、その授業科目を提供

することができるようにするなど、あらかじめ、対処方針と必要な方策を定めてお

くこと。
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【情報の公開】

上記の留意点に関する各大学及び関係大学における方針及び検討結果や、当該プ

ログラムの開始後における実施状況等については、質を対外的に保証し説明責任を

果たす観点や、当該プログラムの詳細について予め学生が把握し、適切な判断や選

択が可能となるよう、適切に公開するとともに、関係大学に対しても必要な情報の

公開を適宜要請すること。

また、大学の取組や当該プログラムを選択した学生の学習成果が社会で広く理解

されるよう、各大学において、ダブル・ディグリー・プログラム等、組織的・継続

的な教育連携関係の教育的な効果について、学生のみならず広く社会に対して伝え

ていくこと。
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（参考１）

中長期的な大学教育の在り方に関する第二次報告（抜粋）

（平成２１年８月２５日 中央教育審議会大学分科会）

第１ 公的な質保証システムの再検討について

２ 公的な質保証システムの検討に関わるその他の観点

（３）グローバル化の進展の中での質保証

（組織的・継続的な教育連携関係の構築の促進）

⑥ 上記の際の推進力となる重要な取組の一つとして，以下に述べるダブル・ディグリー

をはじめとする組織的，継続的な教育連携関係構築の促進が考えられる。

国際的な共同教育プログラムを通じて，組織的・継続的な教育連携を構築していく

ことは，留学生３０万人計画を推進する上でも重要である。

⑦ 単位互換制度の活用により，我が国の大学が，国外の大学とともに，それぞれ学位を

授与する，いわゆるダブル・ディグリーを授与することが可能となっているが，これ

により，大学にとっては，組織的・継続的な教育連携関係を強化し，魅力的な教育プ

ログラムの構築に資することが考えられる。学生にとっては，我が国と海外の大学の

複数の学位を取得する際，それぞれの大学の学位プログラムを履修するよりも短い期

間内で，両方の学位を取得することが期待できるなどのメリットが考えられる。

ダブル・ディグリーの実施に当たっては，実施する大学において，国際的な質保証

の動向に留意しつつ，参加大学間の履修スケジュールの調整や，単位互換の対象とな

るプログラムの質の確認，研究指導や学位審査の取扱い等について，十分に検討する

ことが望まれる。これらの留意事項について，各国の教育制度の違いや，対象となる

学位及び教育プログラムの多様性，各大学における実情等も踏まえつつ，各大学の参

考に資するため，ガイドラインのように一定の考え方をとりまとめることも有益であ

ると考えられる。（以下略）

検討課題（例）（抜粋）

ウ いわゆるダブル・ディグリーに関し，以下のような点について，一定の考え方を

検討。

・ダブル・ディグリーのほか，「ジョイント・ディグリー」，「デュアル・ディグリー」，

「共同学位」，「複数学位」等の類似の用語の整理

・学位記の方式や学位の名称等の表記

・その他プログラムの質を保証する観点からの留意点の検討

（以下略）
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（参考２）

海外におけるダブル・ディグリー、ジョイント・ディグリーの

定義の例

１．欧州高等教育圏内におけるジョイント・ディグリー及びダブル・ディグリー（ユー

リッヒ・シューレ、「国際ビジネス教育に関する国際ダブル・ディグリーコンソーシア

ム（ＣＩＤＤ）論文集」、２００６年）

「ジョイント・ディグリー：統合された学修プログラムを提供する２又はそれ以上

の機関により発行される単一の学位記。学士課程、修士課程、博士課程の単一の学位

記は全ての参加大学の学長により署名され、各国の学位記を代替するものと認定され

る。

ダブル・ディグリー：統合された学修プログラムにかかわる大学によりそれぞれ発

行される、２枚の各国において認定される学位記」

２．大西洋間の共同・二重学位プログラム調査報告書（マティアス・クーダー（ベルリ

ン自由大学）、ダニエル・オプスト（国際教育研究所）２００９年）

「ジョイント・ディグリー・プログラム：学生は（少なくとも）二つの高等教育機

関で学修し、学修プログラムを修了した時点で、関係教育機関すべてが共同で発行し

署名する単一の学位記を受け取る。

デュアルまたはダブル・ディグリー・プログラム：学生は（少なくとも）二つの高

等教育機関で学修し、学修プログラムを修了した時点で、関係教育機関それぞれから

独立した学位記を受け取る」

３．欧州におけるボローニャ・プロセスにおける加盟各国報告書におけるジョイント・

ディグリーの定義（２００７年～２００９年）

「ジョイント・ディグリーは、２またはそれ以上の高等教育機関により授与された

１枚の学位記であり、当該学位記が他の国内における学位記を付さなくとも有効であ

るものである」。

４．「ジョイント・ディグリーの認証（認定）に関する勧告」（欧州における高等教育の

学業・卒業証書及び学位の認証（認定）に関する地域条約（２００４年６月９日採択））

におけるジョイント・ディグリーの定義

「ジョイント・ディグリーは、少なくとも２つ以上の高等教育機関によって、ある

いは１つ以上の高等教育機関と他の学位資格授与組織によって、共同で発行される高

等教育の資格である。その資格は、ときに他機関の協力も得て、高等教育機関が共同

で開発、提供、もしくはその両方を行う学修プログラムに基づくものである。

また、このジョイント・ディグリーは、以下の形で発行され得る。
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ａ）一国ないし複数国による学位記に加えて発行される共同学位記

ｂ）国による学位記を伴わずに、学修プログラムを提供した機関自身により発行され

る共同学位記

ｃ）当該の共同資格の唯一の公式な証明として発行される一国ないし複数国による学

位記

５．中国における状況

日本の大学と中国の大学の間で、双方の大学がそれぞれ学位を授与するプログラムが

行われているほか、一部大学において、例えば学士課程において専攻分野と異なる分野

で２年間程度の課程を修了した者に、学士学位相当の「双学位」（副専攻とは異なり、別

の学位記が授与される）を授与する例につき、我が国の大学と当該中国の大学との間で、

学位と「双学位」による「ダブル・ディグリー・プログラム」と称する例がある。

６．韓国における状況

韓国高等教育法第２１条、同施行令１３条に基づき、２００８年に教育人的資源部告

示として「国内大学と外国大学との教育課程共同運営に関する規定」を制定し、「ジョイ

ント・ディグリー」に関する規定を設けている。

本規定においては、原則として相手方の大学が現地国において国または国による認証

を受けた機関が実施するアクレディテーションを受けていれば、学則に基づき共同の教

育課程を運営することが可能とされている（ただし、ｅラーニングによる提供は認めら

れていない）。
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（参考３）

サティフィケートの様式例

①学士課程のサティフィケートの様式例（日本語）

証明書

氏 名

年 月 日生

本証明書は、上記の者が、日本国におけるＡ大学○○学部及

びＢ国におけるＣ大学○○学部の共同により編成された教育課

程を修了したので、Ａ大学より学士（○○）の学位を、Ｃ大学

より学士（○○）の学位を授与されたことを証明するものであ

る。

なお、Ａ大学及びＣ大学においては、上記の者に対し、別途

両大学が所在する国の法令に基づく学位記が発行されている。

平成 年 月 日

Ａ大学（長） 印

Ｃ大学（長） 印
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②学士課程のサティフィケートの様式例（英語）

Certificate

(Name)

(Date of Birth: DD/MM/YY)

This is to certify that the above named has been confe

rred with:

1) The degree of Bachelor of Arts with a Major in

○○(Discipline) by Ａ University (in Japan);

2) The degree of Bachelor of Arts with a Major in

○○(Discipline) by C University (in Bcountry)

as s/he has completed the curriculum jointly organized

by A University and C University.

It is also noted that A University and C University

will each issue a diploma, in accordance with the

laws and regulations in their country of operations.

(Date of Issue: DD/MM/YY)

(Signature of President of A University)

(Signature of President of C University)
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③修士及び博士課程のサティフィケートの様式例（日本語）

証明書

氏 名

年 月 日生

本証明書は、上記の者が、日本国におけるＡ大学大学院○○

研究科及びＢ国におけるＣ大学大学院○○研究科の共同により

編成された教育課程を修了したので、Ａ大学より修士／博士（○

○）の学位を、Ｃ大学より修士／博士（○○）の学位を授与さ

れたことを証明するものである。

なお、Ａ大学及びＣ大学においては、上記の者に対し、別途

両大学が所在する国の法令に基づく学位記が発行されている。

平成 年 月 日

Ａ大学（長） 印

Ｃ大学（長） 印
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④修士及び博士課程のサティフィケートの様式例（英語）

Certificate

(Name)

(Date of Birth: DD/MM/YY)

This is to certify that the above named has been

conferred with:

1) The degree of Master of Arts (Doctor of

Philosophy), with a Major in ○○(Discipline)

by Ａ University (in Japan);

2) The degree of Master of Arts (Doctor of

Philosophy), with a Major in ○○(Discipline)

by C University (in Bcountry)

as s/he has completed the curriculum jointly organized

by A University and C University.

It is also noted that A University and C University

will each issue a diploma, in accordance with the

laws and regulations in their country of operations.

(Date of Issue: DD/MM/YY)

(Signature of President of A University)

(Signature of President of C University)

＜備考＞

様式例の字句は、記載の一例を示したものであるため、各大学における検討の結果、これ以外の字

句を用いることも可能である。
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中央教育審議会大学分科会

大学教育の検討に関する作業部会

大学グローバル化検討ワーキンググループ

◎：主査，○：主査代理

○ 大野 高裕 早稲田大学国際部長

岸本 治 ソニー株式会社人事部門人材開発部統括部長

黒田 千晴 神戸大学留学生センター准教授

塩尻 和子 筑波大学理事・副学長

城山 英明 東京大学大学院公共政策学連携研究部教授

仁木 輝記 パナソニック株式会社渉外本部渉外グループ部長

◎ 二宮 皓 放送大学広島学習センター所長

溝口 忠憲 特定非営利活動法人国際教育交流協議会理事

山口 しのぶ 東京工業大学学術国際情報センター教授

横田 雅弘 明治大学国際日本学部教授

吉川 裕美子 独立行政法人大学評価・学位授与機構教授

米澤 彰純 東北大学高等教育開発推進センター准教授

渡辺 芳人 名古屋大学副総長

計 １３名

＊役職は平成22年5月10日現在

平成２１年 ３月３１日（火）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第２回）

平成２１年 ６月 ８日（月）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第３回）

平成２１年 ６月２２日（月）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第４回）

平成２１年 ７月２１日（火）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第５回）

平成２１年 ８月 ７日（金）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第６回）

平成２１年 ８月２１日（金）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第７回）

平成２１年１０月２３日（金）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第８回）

平成２１年１２月１７日（木）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第９回）

平成２２年 １月１４日（木）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第10回）

平成２２年 ２月２２日（月）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第11回）

平成２２年 ４月２０日（火）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第12回）

平成２２年 ５月１０日（月）大学グローバル化検討ワーキンググループ（第13回）
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